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内容 現状 策定時の目標（方向性） 内容及び現状 目標（今後の方向性）（令和６年度） 方向性

1 子育て支援課
妊婦健康診査
⇒妊産婦健康診査

妊婦
⇒妊婦及び産婦

妊婦の健康の保持及び増進を図るた
め、妊婦に対する健康診査の受診を促
進します。また、妊娠届出提出時に
は、面談やアンケートにより妊婦の体
調や妊娠中における状態の把握や相談
を実施し、適切な支援につなげていき
ます。

妊婦健康診査受診状況（平成25年度）
・受診実人数　1,387人
・12回以上受診した人数816人
（全受診者のうち58.8％）

妊婦健康診査を12回以上受診
した割合：
全受診者のうち80％以上
※各年度の受診実人数の見込
み、実施体制等については、
P.120を参照。

妊婦及び産婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図るた
め、妊婦及び産婦の健康診査を実施します。
【実施状況（平成30年度）】
・妊婦健康診査（助成14回）：妊娠届出件数1,004人、延受診者
数12,564人
・産婦健康診査（助成２回）：令和元年度から実施

妊娠届出時の面談やアンケートから妊
婦の体調や状況に応じて相談、支援に
つなげていきます。

継続

2 子育て支援課
赤ちゃん訪問（乳児
家庭全戸訪問事業）

生後４か月まで
の乳児のいる家
庭

生後４か月までの乳児のいる全ての家
庭を訪問し、子育て支援に関する情報
提供や養育環境等の把握と健やかな成
長・発達の支援を行います。また、支
援の必要な家庭には、養育支援訪問や
相談支援等継続的な支援につなげてい
きます。

赤ちゃん訪問の実施状況（平成25年度）
・家庭訪問数：1,107件
・家庭訪問実施率：
訪問対象家庭のうち86.8％

家庭訪問実施率　100%

※各年度の訪問件数の見込
み、実施体制等については、
P.120を参照。

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、児の成長
発達や育児に関する相談、養育環境等の確認とともに、母子保
健事業や子育て支援情報の提供しています。
【実施状況（平成30年度）】
対象家庭数：1,077人
家庭訪問数：1,052人

健やかな成長・発達の支援を行うとと
もに、支援の必要な家庭には、養育支
援訪問や相談支援等、継続的な支援に
つなげていきます。

継続

3 子育て支援課 乳幼児健康診査

乳幼児（生後４
か月児、10か月
児、１歳６か月
児、３歳児）

生後４か月児、10か月児、１歳６か月
児、３歳児を対象とした健康診査を実
施します。また、保健師による訪問等
の機会を通じた受診勧奨及び未受診者
のフォローを行うとともに、健診で要
経過観察となった乳幼児へのフォロー
も行います。さらに、得られた情報を
関係機関間で共有し、有効な支援を行
える体制づくりを強化します。

実施状況（平成25年度）
4か月児健康診査実施状況
・受診者数1,216人、受診率99.8%
10か月児健康診査実施状況
・受診者数1,099人、受診率89.2%
1歳6か月児健康診査実施状況
・受診者数1,214人、受診率96.7%
３歳児健康診査受診率
・受診者数1,293人、受診率95.4%

・４か月健診受診率99％以上
・10か月健診受診率89％以上
・１歳６か月健診受診率96％
以上
・３歳児健診受診率95％以上

乳幼児（４か月児、10か月児、１歳6か月児、３歳児）を対象
に、疾病の早期発見、発育発達の確認及び育児支援等を図るた
め、健康診査を実施します。また、未受診者の確認、受診勧奨
を行います。
【実施状況（平成30年度）】
４か月児健康診査：対象者数1,059人、受診者数1,057人
10か月児健康診査：対象者数1,097人、受診者数1,014人
１歳６か月児健康診査：対象者数1,085人、受診者数1,066人
３歳児健康診査：対象者数1,221人、受診者数1,161人

引き続き、未受診者への受診勧奨を行
うともに、健康診査にて必要となった
乳幼児についてフォローを行います。
また、関係機関との連携を図ります。

継続

4 子育て支援課 予防接種の推進 乳幼児

乳児期からの感染症の発病予防、重症
化予防、まん延予防のために、予防接
種法に基づいて安心・安全な予防接種
の実施に努めます。随時、接種勧奨を
行い、接種率の向上を目指します。

予防接種率（1歳６か月児健診時）（平成
25年度）
・生ポリオ　63.3%
・BCG　99.3%
・DPT（三種混合）（１期初回）84.2%
・DPT－IPV（四種混合）（１期初回）8.2%
・MR（麻疹・風疹混合）（１期）94.0%
・ヒブ（初回）93.0%
・小児用肺炎球菌ワクチン（初回）93.0%
・日本脳炎　0.1%

MR（麻疹・風疹混合）（1
期）予防接種率
（１歳６か月児健診時）：
95％以上
※厚生労働省の「麻疹・風疹
に関する特定感染症予防指
針」において、接種率目標が
95%と掲げられています。
※なお、任意の予防接種につ
いては、費用助成の実施に向
けて検討します。

予防接種法に基づき、乳児期からの感染症の発病予防、重症化
予防、まん延予防のため、安心・安全な予防接種の実施に努め
ます。随時、接種勧奨を行い、接種率の向上を目指します。
【実施状況（平成30年度）】
MR（麻しん・風疹混合）接種者数：１期　1,125人
（103.0％）、２期　1,261人(98.4％)

引き続き、適切な予防接種実施と未受
診者への接種勧奨をすすめます。
MR（麻しん・風疹混合）　接種率95％
以上
※厚生労働省「麻しんに関する特定感
染症予防指針」により接種率95％以上
目標とされている

継続

5 保健医療課
子どもの病気等への
対応に関する知識の
普及・啓発

市民

子どもの救急対応ハンドブックや講演
等により、子どもの病気・けがへの対
応について正しい知識の普及・啓発を
進めます。

赤ちゃん訪問の機会にハンドブックを配布
するとともに、広報紙やホームページへの
記事掲載による啓発を実施。

病気やけがに対して、事前に
知識や対処方法の周知を図
り、家庭等での子どもの急な
病気やけがへの円滑な対応を
継続的に推進していきます。

子どもの救急ハンドブックの配布やホームページへの記載によ
り子どもの急な病気への対応について正しい知識の普及啓発を
行うとともに、病気やけが等の相談を受ける「くわな健康・医
療相談ダイヤル24」、「みえ子ども医療相談ダイヤル」につい
てもホームページなどで周知を図ります。
【参考指標】
「子どもが休日・夜間病気になった時の初期対応で、医療相談
ダイヤルを利用した人の割合」：就学前の子どもの保護者
23.3％、小学生の子どもの保護者：16.3％(子ども・子育て支援
課に関するニーズ調査）

子どもの急な病気やけがへの対処方法
の周知と、相談や育児に対するアドバ
イスを受けられる環境づくりを推進し
ます。
【参考指標】
子どもが休日・夜間に病気になった時
の初期対応で医療相談ダイヤルを利用
した割合」:現状値からの増加

継続
６を統合

6 保健医療課
医療相談ダイヤルの
周知 市民

子どもの急な病気やけが等の相談を受
ける「くわな健康・医療相談ダイヤル
24」、「みえ子ども医療ダイヤル」の
周知を図ります。

広報紙への記事掲載やホームページへの情
報掲載により相談ダイヤルの周知を実施。
【参考指標】
「子どもが休日・夜間に病気になった時の
初期対応で医療相談ダイヤルを利用した人
の割合」：18.1%（子ども・子育て支援に
関するニーズ調査（就学前・小学生）（平
成25年度））

ダイヤルの周知を図るととも
に、急な病気やけが等への対
処方法の相談や育児等につい
てのアドバイスを受けられる
環境づくりを構築していきま
す。
【参考指標】
「子どもが休日・夜間に病気
になった時の初期対応で医療
相談ダイヤルを利用した人の
割合」：現状値からの増加

子どもの急な病気やけが等の相談を受ける「くわな健康・医療
相談ダイヤル24」、「みえ子ども医療ダイヤル」について広報
紙やホームページに情報を記載、医療相談ダイヤルの周知を図
ります。
【参考指標】
「子どもが休日・夜間に病気になった時の初期対応で、医療相
談ダイヤルを利用した人の割合」：就学前の子どもの保護者
23.3％、小学生の子どもの保護者：16.3％（子ども・子育て支
援に関するニーズ調査）

５に統合 統合

7 保健医療課
小児・周産期医療体
制の構築 小児及び妊産婦

桑名市総合医療センターが建設する新
病院において、充実した小児・周産期
医療体制が提供できるよう、総合医療
センター及び関係機関・三重県との連
携・協力体制の充実を図ります。

平成26年4月より、桑名東医療センターに
周産期内科が開設され、正常分娩だけでな
く、リスクのある妊娠の管理や新生児治療
も可能になりました。

総合医療センターが建設する
新病院では、医師の確保や周
辺機器を整備し、地域周産期
母子医療センターを目指して
いきます。

桑名市総合医療センターに設置したNICU(新生児特定集中治療
室）を拠点とした小児・周産期医療体制の充実と強化を図って
います。
※体制の構築はされている

今回の計画では取組事業として掲載し
ない。

削除
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次期計画の掲載内容事業
番号

担当部署 取組・事業名 対象
現行計画の掲載内容

8 保健医療課
土曜日夜間・日曜・
祝日の応急診療 市民

桑名市応急診療所において、桑名医師
会・桑名地区薬剤師会等の協力を得
て、土曜日夜間・日曜・祝日に診療を
行います。また、この応急診療につい
ては、市民への周知を図ります。

桑名市応急診療所の状況（平成25年度）
・受診者数：2,283人
応急診療所施設の改修を行い、２診体制が
可能な設備に変更しました。

診療体制の確保を進め、土曜
日夜間・日曜・祝日の急な病
気に対応する一次救急医療機
関（内科・小児科）として、
救急医療体制の一翼を担って
いきます。

桑名市応急診療所において、桑名医師会、桑名地区薬剤師会の
協力を得て、土曜夜間、日曜日、祝日に診療を行います。また
この応急診療について、ホームページなどで市民への周知を図
ります。
【実施状況（平成30年度）】
受診者数：3,221人

土曜日夜間・日曜日・祝日の急な病気
に対応する一次救急医療機関(内科・小
児科）として、救急医療体制の一翼を
担っていきます。

継続

9 子ども未来課 子ども医療費の助成

通院：小学校卒
業まで（12歳到
達の年度末ま
で）及び多子世
帯（※）につい
ては、中学校卒
業まで（15歳到
達の年度末ま
で）
（※）18歳年度
末までの子ども
を３人以上扶養
する世帯
入院：中学校卒
業まで（15歳到
達の年度末ま
で）
(注)所得制限あ

安心して医療を受けられるよう、今後
も現行の制度の維持に努め、子どもを
養育する保護者の経済的負担軽減を図
りながら、医療費の助成を行います。
医療機関の窓口での医療費負担につい
ては、三重県下の統一的な取扱いに
沿って検討していきます。

子ども医療費の助成状況（平成25年度）
・受給資格者数…14,790人
・助成件数… 211,959件
・助成額…339,029,702円

現行制度の維持及び適正な資
格管理に努めていきます。

安心して医療を受けられるよう、今後も現行の制度の維持に努
め、子どもを養育する保護者の経済的負担軽減を図りながら、
医療費の助成を行います。医療機関の窓口での医療費負担につ
いては、未就学児（０歳から６歳年度末）を対象に実施してお
ります。

【実施状況（平成30年度）】
・受給資格者数…13,286人
・助成件数…206,128件
・助成額…343,804,890円

現行制度の維持及び適正な資格管理に
努めていきます。

継続

10
学校支援課、
保育支援室

幼稚園・保育所
（園）と小学校との
連携の促進
⇒就学前施設と小学
校との連携の促進

幼稚園教諭、保
育士及び小学校
教職員

幼稚園・保育所（園）と小学校との円
滑な接続ができるように、その環境づ
くりを進めていきます。

公立幼稚園・小学校との連絡会等の実施。
私立を含めた幼稚園・保育所
（園）・小学校の連絡会等の
実施を検討していきます。

就学前施設の園児と小学校の児童との交流や、教職員間の連携
を進めます。

就学前教育と小学校教育の接続を推進
していきます。

継続
11を統合

11 学校支援課

幼稚園教諭・保育士
の合同研修
⇒就学前教育にかか
わる施設の職員の合
同研修

就学前教育にか
かわる施設の職
員

公私立幼稚園・保育所（園）の幼稚園
教諭・保育士の研修・交流の機会を通
して、保育の専門的な知識等を学ぶと
ともに、それぞれの特色ある保育につ
いて学び合うことにより幼稚園教諭・
保育士の資質向上を図っていきます。

合同研修会の状況（平成25年度）
・のべ参加人数：395人

合同研修会ののべ参加人数：
420人

就学前教育にかかわる施設の職員が、共に乳幼児教育・保育の
専門的な知識等を学ぶ研修やそれぞれの施設での教育・保育に
ついて交流し合う機会をもち、質の高い就学前教育の推進を図
ります。

10に統合 統合

12 学校支援課

小・中学校における
確かな学力の育成
⇒小中一貫教育の推
進

公立小・中学校
児童生徒
及び教職員

学校教員が児童生徒と向き合い、その
実態や思いを生かした授業づくり、学
級づくりをすすめることにより、確か
な学力の定着・向上に努めていきま
す。

少人数指導等ができる環境づくりを進める
とともに、教職員に必要な各種研修会等を
実施しています。
【参考指標】
「算数・数学の授業が「わかる」と回答し
た児童生徒の割合」：76.3％（全国学力・
学習状況調査における授業評価（平成25年
度・桑名市））

個に応じたきめ細かな指導の
ための人的配置を行うととも
に、教職員に必要な研修等を
実施していきます。
【参考指標】
「算数・数学の授業が「わか
る」と回答した児童生徒の割
合」：現状値からの増加

９年間を通した小中一貫教育を推進し「主体的・対話的で深い
学び」の実現をめざして授業改善を行い、子ども主体の活動を
進めます。

※現在、後期の「桑名市教育大綱」「くわなっ子教育ビジョ
ン」を作成中のため、変更の可能性があります。

子どもたちの深い学びにつながるよ
う、子どもたちが主体的に活動し、協
働して取り組む場を設定していきま
す。

拡充

13 学校支援課 体験的な学習の推進
公立小・中学校
児童生徒

小・中学校の総合的な学習の時間等に
おいて、自然体験、職場体験、福祉体
験等、地域の人々や自然とかかわる体
験学習の充実を図り、実体験を通して
生きる力や人間性を育んでいきます。

・全公立小学校において地域の人々との交
流や自然体験に関わる学習を実施。
・全公立中学校において職場体験学習を実
施。

児童生徒の生きる力を育む教
育活動を推進するため、体験
的な学習の機会を確保してい
きます。

小・中学校の総合的な学習の時間等において、自然体験、職場
体験、福祉体験等、地域の人々や自然とかかわる体験学習の充
実を図り、実体験を通して生きる力や人間性を育んでいきま
す。

今回の計画では取組事業として掲載し
ない。

削除

14
教育総務課、
保健医療課

食育の推進
子ども及びその
保護者

小・中学校において栄養教諭を中心に
各学年に応じたテーマで食に関する授
業を行うとともに、保護者に対して
は、食習慣の啓発を行っていきます。
また、食生活改善推進協議会等との連
携を図りながら、家庭においてよりよ
い食生活が実践されるよう支援してい
きます。

・食育に関する授業や保護者向けの案内を
市内全公立小・中学校で実施。
・食生活改善推進員の子育て支援活動（平
成25年度）
活動回数：12回、のべ参加人数：556人
【参考指標】
「「朝食を毎日食べている」と回答した家
庭の割合」：94.6%（子ども・子育て支援
に関するニーズ調査（小学生）（平成25年
度））

・引き続き全公立小・中学校
で食育に関する授業等を実施
し、食育の推進に努めていき
ます。
・また、食生活改善推進員の
子育て支援活動についても、
開催回数等を維持し、家庭に
おける食育の推進に努めてい
きます。
【参考指標】
「「朝食を毎日食べている」
と回答した家庭の割合」：現
状値からの増加

小・中学校において栄養教諭を中心に各学年に応じたテーマで
食に関する授業を行うとともに、保護者に対しては、食習慣の
啓発や案内を実施していきます。
また、食生活改善推進員の子育て支援活動を実施していきま
す。

 【実施状況(平成30年度）】 活動回数のべ人数
  委託事業（親子料理教室 ３回82人）
  自主活動（子育て支援料理講習会 ３回36人）
【参考指標】
「朝食を毎日食べている」と回答した家庭の割合：94.9%（子ど
も・子育て支援に関するニーズ調査（小学生）（平成30年
度））

引き続き全公立小・中学校で食に関す
る授業等を実施し、食育の推進に努め
ていきます。また、食生活改善推進員
の子育て支援活動についても開催し、
家庭における食育の推進に努めていき
ます。
【参考指標】
「朝食を毎日食べている」と回答した
家庭の割合：現状値からの増加

継続

＜方向性の補足＞　継続…継続して実施するもの　拡充…拡充して実施するもの　新規…前回の計画になかったもの　統合…他の取組に統合（代替含む）して実施するもの　削除…取組事業として掲載しないもの 2 / 9 ページ
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15 人権教育課 人権教育の推進

公立幼稚園・
小・中学校の教
職員、園児・児
童生徒

子どもたちが、お互いをかけがえのな
い存在として尊重し、お互いの個性を
認め合う心を育て、差別や偏見がなく
なるよう、学校と地域の連携・協働に
よる人権教育を進めます。

人権フォーラムの前後の校内での話合い
（校内フォーラム）を全公立幼稚園・小・
中学校で実施。

校内フォーラムの内容を充実
させながら、引き続き取組を
実施していきます。

子どもたちが、お互いをかけがえのない存在として尊重し、な
かまとともに差別や偏見をなくすよう、地域や保護者と連携し
ながら人権教育を進めます。

【参考指標】
「他人事でなく、自分の中にある『差別の心』の問題として、
差別をなくすよう努力する」と回答した児童生徒の割合
小：56.2％、中：41.9％（桑名市教育委員会　桑名市小・中学
生の人権に関する意識調査　平成30年度）

差別解消に向けた知識と技能を身につ
け、人権尊重への意欲と態度を育む人
権学習を実施する。
地域の実態や保護者の人権意識を十分
に把握し、実態に応じた啓発活動を推
進する。

継続

16
生涯学習・ス
ポーツ課

スポーツ少年団の推
進

小学生及び指導
者

子どもの身体・運動機能の向上ととも
に、地域との交流を図るため、スポー
ツ少年団の活動を推進します。

スポーツ少年団の加入状況（平成25年度）
・加入している団員数：１,４８９名

スポーツ少年団に加入してい
る団員数：
１,６００名

子どもの身体・運動機能の向上とともに、地域との交流を図る
ため、スポーツ少年団の活動を推進します。
【加入状況（令和元年度）】
・加入している団員数：1,357名

子どもの数が減少していく状況であり
ますが、団員数の維持に努めていきま
す。
スポーツ少年団に加入している団員
数：1,350名

継続

17
生涯学習・ス
ポーツ課

家庭教育に関する講
座

子ども及びその
保護者

よりよい親子関係の構築や家庭での教
育の補完を目的として、親子が参加す
る講座を開催することにより、家庭教
育に資する親子の交流、学びの場を推
進していきます。

講座の開催状況（平成25年度）
・５か所の公民館において夏休み等を利用
した親子を対象とする講座を開催。
・48回開催、のべ参加人数938人

親子で一緒に楽しみながら参
加できる講座を継続的に開催
し、家庭教育の推進に努めて
いきます。

講座の開催状況（平成30年度）
・七和 まちづくり拠点施設において夏休み等を利用して親子を
対象とする講座を開催。
・４回開催、のべ参加数71人
平成31年度、講座の開催はなし（定員割れが続いており、また
地元の小学生の参加がないため廃止となった）。

今回の計画では取組事業として掲載し
ない。

削除

18 学校支援課

スクールカウンセ
ラーの設置
⇒学校指導体制支援
事業

公立小・中学校

小・中学校にスクールカウンセラーを
配置し、悩みや不安を抱える子どもか
らの相談に対応できる体制づくりに努
めていきます。

スクールカウンセラー配置の状況（公立小
中学校）（平成２６年4月）
・配置している公立小学校　２５校
（全公立小学校のうち89.3%）
・配置している公立中学校　１０校
（全公立中学校のうち 100%）

全公立小・中学校にスクール
カウンセラーを配置。

子どもたちの教育環境を整え、子どもたちが心身ともに成長
し、健康で豊かな人間関係を築けるようにしていきます。ま
た、必要に応じて、保護者と関係機関とをつなげ、ネットワー
クを充実させていきます。
公立小中学校のスクールハートパートナー（ＳＨＰ）・ソー
シャルスクールワーカー（ＳＳＷ）・教育相談員配置の状況
（令和元年４月）
・ＳＨＰ…中学校ブロックごとに１人配置を基本として10人配
置
・ＳＳＷ…学校の現状又は学校要請に応じて派遣。４人配置
・教育指導員…臨床心理士等３人配置

ＳＨＰ・ＳＳＷ・教育相談員を配置
し、学校指導体制を支援します。

拡充

19

子育て支援
課、子ども総
合相談セン
ター

療育センターの療
育・相談支援

療育の支援が必
要な子ども

療育内容の充実に努めていき、相談機
能を向上させる等、地域での療育機能
を果たす中核施設として機能強化を
図っていきます。

・療育センター通所定員：30名／日
＊その他教室でのフォローもしています。
・療育の支援が必要な子どもについて、障
害福祉サービス利用の相談業務を受けてい
ます。

・療育の支援が必要な子ども
に対し、必要な時期に必要な
回数のサービス（相談や保育
所等訪問の巡回）提供を推進
していきます。

地域の療育機関として、療育内容及び相談機能の向上に努めて
います。
・療育センター通所定員：30名／日
・その他教室でのフォローもしています。
・療育の支援が必要な子どもについて、障害福祉サービス利用
の相談業務を受けています。

療育の支援が必要な子どもに対し、必
要な時期に必要な療育や相談の提供を
推進していきます。また、障害のある
子どもと家族への支援、及び関連機関
との連携等も行う児童発達支援セン
ターの整備に努めていきます。

継続

20 人権教育課 特別支援教育の推進

特別支援が必要
な児童生徒、特
別支援コーディ
ネーター等
⇒特別な支援が
必要な児童生
徒、特別支援教
育コーディネー
ター等

特別支援教育推進コーディネーター等
への研修の機会を確保し、障害のある
児童生徒一人ひとりの教育ニーズに応
じた、適切な教育や指導に努めていき
ます。

特別支援教育に関する研修状況（平成25年
度）
・コーディネーター研修：年４回
・支援員研修：年３回

研修の機会を確保し、職員の
資質向上を図ることにより、
適切な特別支援教育や指導に
努めていきます。

特別支援教育コーディネーター等の教職員を対象に、特別支援
教育に係る研修の実施や、巡回相談員による各校への巡回指導
を行うことにより教員の力量を高め、特別な支援を必要とする
一人ひとりの子どもの教育的ニーズに応じた適切な指導と支援
を進めます。

特別支援教育に関する研修状況（平成30年度）
・特別支援教育コーディネーター研修：年間３回
・学習・保育支援員研修：年間３回
・巡回相談員による巡回相談：年間60回

適切な指導・支援ができるように、教
職員に対する研修の機会を確保し、さ
らなる教職員の専門性の向上を図ると
ともに、福祉等関係機関との連携を深
め、途切れのない支援と情報の引継ぎ
を行います。

継続

21 人権教育課
外国人児童生徒への
就学支援

外国人児童生徒
⇒日本語指導が
必要な児童生徒

外国人児童生徒教育推進非常勤協力員
等の派遣により、日本語の指導や就学
や進路に関する相談や情報提供を行
い、外国人児童生徒への就学適応の支
援を推進します。

外国人児童生徒への支援の状況（平成25年
度）
・指導・支援を受けた児童生徒数：100人

子どもの育ちが保障できるよ
うに、児童生徒の使用言語や
日本語習得状況に合わせて適
切に支援していきます。

外国人児童生徒教育推進非常勤協力員等の派遣により、日本語
の指導及び日本の学校制度や進路に必要な情報提供を行い、日
本語指導が必要な児童生徒への支援を推進します。

日本語指導が必要な児童生徒への支援の状況（平成30年度）
・指導・支援を受けた児童生徒数：123人
・進路ガイダンスや夏季等学習会（ガンバチアンド）の実施
・小中学校外国人児童生徒教育担当者会：年間２回実施

一人ひとりの実態に合った支援を行う
ことで、日本語で学び生活する力を身
につけ、自分の夢や目標に向かって進
路を決定し、将来社会で自立できる力
を育てます。

継続

22

子ども未来
課、保育支援
室、女性活
躍・多文化共
生推進室

外国語による情報提
供

子育て中の外国
人家庭

利用手続きの案内等をポルトガル語等
の外国語で作成し、在住外国人への子
育て支援の利用手続きに関する情報提
供を図ります。

外国人児童の増加により、保護者が書類へ
の理解が困難であるため、必要に応じてポ
ルトガル語に翻訳した保育所のしおりを作
成しています。その他、ポルトガル語利用
者来庁時は、庁内通訳者により対応してい
ます。

ポルトガル語等の案内文書の
種類を拡充する等、情報提供
の充実を図っていきます。
＜今後作成を検討していくも
の＞
・保育所（園）入所（園）の
ご案内
・くわな子育てガイドブック
等

手続き書類（保育所入所案内等）のポルトガル語版の作成、ポ
ルトガル語通訳（週１回）による窓口対応、翻訳アプリ（窓口
用タブレット）の活用により在住外国人への子育て支援に関す
る情報提供を図ります。

外国人児童が増加している中、ポルト
ガル語に限らず多言語での対応が求め
られているため、多言語対応システム
の導入検討、やさしい日本語の普及啓
発に努めていきます。

継続

＜方向性の補足＞　継続…継続して実施するもの　拡充…拡充して実施するもの　新規…前回の計画になかったもの　統合…他の取組に統合（代替含む）して実施するもの　削除…取組事業として掲載しないもの 3 / 9 ページ
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23
子ども未来
課、学校支援
課

中高生と乳幼児との
交流事業

中学生・高校
生・子育て中の
親子

「わくわく子育て体験（中学生対
象）」「わくわくコミュニケーション
（高校生対象）」において、乳幼児と
のふれあいを通じ、生命の大切さ・親
子のきずな・子育てすることの楽しさ
を実感できる体験を推進します。

わくわく子育て体験（中学生対象）の状況
（平成25年度）
・年５回開催、のべ参加人数50人（公募の
中学生）、子育て中の親子のべ50組参加
わくわくコミュニケーション（高校生対
象）の状況（平成25年度）：
・年35回開催、のべ参加人数1,243人
（桑名北高等学校の児童生徒が参加）

担当課と連携し、事業の周知
を図りながら参加者の確保に
努めていき、乳幼児とふれあ
う体験の機会を推進していき
ます。

乳幼児とのふれあいを通じ、生命の大切さ・親子のきずな・子
育てすることの楽しさを実感できる体験を推進します。
【実施状況（平成30年度）】
わくわく子育て体験（中学生対象）
　年４回開催、中学生参加人数33人、子育て中の親子25組参加
わくわくコミュニケーション（高校生対象）
　年間16回開催、参加人数75人（桑名北高等学校の生徒）
中学校の家庭科授業にてふれあい体験事業の実施（２日間）
　３年生３クラスを対象に実施

担当課と連携し、事業の周知を図りな
がら参加者の確保に努めていくととも
に、中学校への訪問型触れ合い体験事
業についても連携をとりながら、より
多くの乳幼児とふれあう体験の機会を
推進していきます。

継続

24 人権教育課
学校での職場体験学
習
⇒キャリア教育

中学生
⇒小・中学生

学校と企業等が協力した職場体験を推
進し、子どもの就労意識の高揚を図り
ます。

全公立中学校2年生が職場体験学習を実
施。
【参考指標】
「「職場体験活動が有意義であった」と回
答した児童生徒の割合」：90.0%（参加者
アンケート（平成25年度））

引き続き全公立中学校で取組
を実施し、児童生徒の就労意
識の高揚等を図っていきま
す。
【参考指標】
「「職場体験活動が有意義で
あった」と回答した児童生徒
の割合」：現状値からの増加

子どもや地域の実態に応じて、中学校ブロックごとに連携した
キャリア教育を進め、自分の将来に夢をもち、積極的に社会に
参画できる力を高めます。

【参考指標】
「『職場体験活動が有意義であった』と回答した児童生徒の割
合」：92.0%（平成30年度参加者アンケート）
「『地域の人材を招へいした授業を行いましたか』に『実施し
た』と回答した学校の割合」：70.7％（平成30年度文部科学省
「全国学力・学習状況調査」）

地域で働いている方との「出会い学
習」や、「職場体験活動」等を活動の
中心に据え、学校・地域・家庭との連
携を大切にしながら、子どもたちに社
会的・職業的自立の基盤となる能力を
育むキャリア教育を推進する。

継続

25 商工課 若者への就労支援
若者
※概ね15歳以上
39歳以下

関係機関と連携し、若者を対象とした
インターンシップ等の開催や専門的な
就労相談・講習・就労体験を行う「北
勢地域若者サポートステーション」を
有効に活用してもらえるよう周知を行
い、若者の就労支援につなげていきま
す。

・桑名商工会議所とインターンシップを開
催（地元企業を訪問し広報誌を作成）。
・また、北勢地域若者サポートステーショ
ンのチラシを窓口等に配架し周知に努めて
います。
・メディアライヴにおいても北勢地域若者
サポートステーションの出張相談を月３回
行っています。

インターンシップや北勢地域
若者サポートステーションの
積極的な周知を図りながら活
用を行い、若者の就労支援に
つなげていきます。

本庁舎において北勢地域若者サポートステーションの周知や出
張相談を月３回行っており、引き続き「北勢地域若者サポート
ステーション」を有効に活用してもらえるよう周知を行い、若
者の就労支援につなげていきます。また、令和元年６月に３者
（桑名市・桑名市商工会議所・三重労働局）で雇用対策協定を
締結し、今まで以上に関係機関と連携し、若者の就労支援につ
なげていきます。

３者（桑名市・桑名市商工会議所・三
重労働局）で協力し若年者の就労促進
や自立支援策を推進していきます。北
勢地域若者サポートステーションの積
極的な周知を図りながら活用を行い、
若者の就労支援につなげていきます。

継続

26 子ども未来課 不妊治療費の助成 不妊治療実施者
不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減及
び少子化対策として、特定不妊治療に
要する費用の一部を助成します。

不妊治療費の助成状況（平成25年度）
・助成件数152件
※特定不妊治療実施者に対し、県補助を活
用した補助制度に加え、市単独の補助制度
を設けて助成を行っています。

不妊治療費の助成件数：200
件
※国や県の補助制度に合わせ
て、随時、補助制度の見直し
を行っていきます。

不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減及び少子化対策として、特
定不妊治療に要する費用の一部を助成します。
【実施状況（平成30年度）】
助成件数：246件
※特定不妊治療実施者に対し、県補助を活用した補助制度に加
え、市単独の補助制度を設けて助成を行っています。

不妊治療費の助成件数：250件
※国や県の補助制度に合わせて、随
時、補助制度の見直しを行っていきま
す。

継続

27 人権センター
人権に関する啓発の
推進

市民
講演会・広報紙等、様々な機会や媒体
を通して、人権に関する意識の啓発に
努めます。

・学習講座のべ受講者181人（平成25年
度）
・人権フェスタのべ参加者987人（平成25
年度）
【参考指標】
「最近５年間に自分の人権が侵害された経
験について「ある」と回答した人の割
合」：11.7％（人権問題に関する意識調査
（平成25年度））

・学習講座　のべ受講者200
人
・人権フェスタ　のべ参加者
１,２００人
【参考指標】
「最近５年間に自分の人権が
侵害された経験について「あ
る」と回答した人の割合」：
現状値からの減少

講演会・広報紙等、様々な機会や媒体を通して、人権に関する
意識の啓発に努めます。
・学習講座のべ受講者260人（平成30年度）
・人権フェスタのべ参加者640人（平成30年度）
【参考指標】
「最近５年間に自分の人権が侵害された経験について「ある」
と回答した人の割合」：12.5％（人権問題に関する意識調査
（平成30年度））

・学習講座　のべ受講者300人
・人権フェスタ　のべ参加者1,200人
【参考指標】
「最近５年間に自分の人権が侵害され
た経験について「ある」と回答した人
の割合」：
現状値からの減少

継続

28
子ども総合相
談センター

児童虐待防止の啓発 市民

市民に対し、児童虐待防止についての
知識の普及を図るとともに、早期発見
のための通報への協力を呼びかけま
す。また、関係者の研修会や講演会を
開催していきます。

・研修会、講演会年２回実施。
・児童虐待防止月間（11月）の懸垂幕掲
示、オレンジリボンツリー設置。
・CAP（子どもへの虐待防止）研修事業の
実施。
【参考指標】
「子どもを虐待していると思う親の割
合」：4.6%（1歳6カ月児健診時アンケー
ト）、
3.9%（3歳児健診時アンケート）（平成26
年度）

・研修会・講演会等、継続的
に実施していきます。
・さらに、子ども自身に啓発
を行う事業をCAP（子どもへ
の虐待防止）研修以外にも充
実させていきます。
【参考指標】
「子どもを虐待していると思
う親の割合」：
現状値からの減少

市民に対し、児童虐待防止についての知識の普及を図るととも
に、早期発見のための通報への協力を呼びかけます。また、関
係者の研修会や講演会を開催していきます。
・研修会、講演会年２回実施。
・児童虐待防止フォーラムの開催（ＮＰＯ等民間と協働した市
民向け講演会）
・児童虐待防止月間（11月）の懸垂幕掲示、オレンジリボンツ
リー設置。
・CAP（子どもへの虐待防止）研修事業の実施。
・産後早期による育児不安軽減事業の実施。
・児童虐待及びいじめ防止広告付電柱看板設置事業の実施。
・虐待通報ダイヤル『１８９』（イチハヤク）の周知

研修会・講演会、各種事業等について
継続的に実施していきます。また、引
き続き関係機関とも連携をし、市民の
方への更なる周知啓発へ取り組んでい
きます。

拡充

29
子ども総合相
談センター

児童虐待防止のネッ
トワーク

要保護児童関係
機関

「桑名市要保護児童及びDV対策地域協
議会」において、児童虐待防止の総合
的な取組を推進するため、様々な関係
機関とのネットワークを構築し、支援
体制の整備を進めていきます。

要保護児童及びDV対策地域協議会
・代表者会議　年２～３回開催
・実務者会議　年４～５回開催
・運営委員会　年４～５回開催
・進行管理会議　年４回開催

開催回数については現状の水
準を維持しながら、関係機関
の連携を深めるために実務者
会議を充実させていきます。

「桑名市要保護児童及びDV対策地域協議会」において、児童虐
待防止の総合的な取組を推進するため、様々な関係機関との
ネットワークを構築し、支援体制の整備を進めていきます。
・代表者会議年２回、実務者会議年３回、運営委員会年２回、
ケース進行管理会議年４回開催

代表者、実務者会議等を実施し、情報
共有を図ると共に、実務者会議及び
ケース進行管理会議を拡充することに
より、児童虐待の未然防止に取り組み
ます。

継続
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30
子ども総合相
談センター

里親制度の推進 市民

子育てが困難な親に代わって子どもを
守る里親制度の普及等を目指して、児
童相談所と連携しながら、ＮＰＯや児
童養護施設等が協力する「くわな里親
支援ネットワーク」を活用して制度の
推進を図ります。

市内里親の状況（平成25年度）
・登録者数：１４名

市内里親の登録者数：１９名

子育てが困難な親に代わって子どもを守る里親制度の普及等を
目指して、児童相談所と連携しながら、ＮＰＯや児童養護施設
等が協力する「くわな里親支援ネットワーク」を活用して制度
の推進を図ります。
・市内の里親登録者数２３世帯

関係機関とも連携を図りながら、説明
会やフォーラムなどで里親に対する理
解を深めてもらい登録者の増加に努め
て行きます。
・市内の里親登録者数２８世帯

継続

31
生涯学習・ス
ポーツ課

児童生徒の意見発表
の機会

中学生

桑名市青少年育成市民会議との連携を
図りながら、中学生の考えや思いを表
現する「中学生の主張大会」等を開催
し、児童生徒が積極性・主体性を身に
つけるとともに、地域・家庭への啓発
につなげていきます。

中学生の主張大会　年１回開催
170人参加（平成25年度）

児童生徒の積極的な参加を促
しながら、現状の取組を継続
的に実施していきます。

中学生の考えや思いを表現する「中学生の主張大会」等を開催
し、児童生徒が積極性・主体性を身につけるとともに、地域・
家庭への啓発につなげていきます。
【実施状況（平成30年度）】
参加人数：200人

児童生徒の積極的な参加を促しなが
ら、現状の取組を継続的に実施してい
きます。

継続

32
子育て支援
課、子ども未
来課

妊婦等への講座・教
室
⇒妊婦等への講座

妊婦及びその家
族

妊婦とその家族を対象に、妊娠・出
産・育児に関する正しい知識・技術の
普及や地域の子育て支援の周知、妊婦
同士の交流を図る講座・教室を開催し
ます。

マタニティセミナーの状況（平成25年度）
・15回開催、のべ参加者数：564人
プレママ、プレパパ体験事業・講座（平成
25年度）
・8回開催、のべ参加者数：34人
・保育所・子育て支援センターで実施
【参考指標】
「全出生数中の低出生体重児の割合」：
8.9%
（人口動態統計（平成24年度））

講座内容の充実や開催の周知
を図りながら、正しい知識の
普及や妊婦同士の交流等に努
めていきます。
【参考指標】
・「全出生数中の低出生体重
児の割合」：現状値からの減
少

妊婦とその家族を対象に、妊娠・出産・育児に関する正しい知
識・技術の普及や地域の子育て支援の周知、妊婦同士の交流を
図る講座を開催します。
【実施状況（平成30年度）】
マタニティくらぶ（妊婦対象）：５回開催、延べ参加者数17名
プレママ・プレパパ体験事業（初めて赤ちゃんを出産する親対
象）：参加者19名

講座内容の充実や開催の周知を図りな
がら、正しい知識の普及や妊婦同士の
交流等に努めていきます。

継続

33
子ども未来
課、子育て支
援課

子育てに関する講
座・教室
⇒子育てに関する講
演会・講座

市民
子育てに関する必要な知識を的確に学
べるよう、子どもの成長に応じた講座
を開催していきます。

子育て支援センターでの講座開催状況（平
成25年度）
・38回開催、のべ参加人数：1,673人
地域や学校での健康教育実施状況（平成25
年度）
・歯科保健教室：26か所で開催、のべ参加
人数2,724人
・栄養講座：７か所で開催、のべ加人数
208人
【参考指標】
「子どもの社会性の発達過程を知っている
親の割合」：90.8%（1歳6カ月児健診時ア
ンケート）、67.9%（3歳児健診時アンケー
ト）（平成26年度）

講座内容の充実や開催の周知
を図りながら、現状の取組を
継続的に実施し、子育てに関
する知識の普及や保護者同士
の交流等に努めていきます。
【参考指標】
「子どもの社会性の発達過程
を知っている親の割合」：現
状値からの増加

子育てに関する必要な知識を学んだり、子育ての不安の軽減を
図るため、子どもの成長に応じた講座・子育てをテーマとする
講演会を開催していきます。また、講座への参加を通じて、保
護者同士の仲間づくりの機会を提供します。

【実施状況（平成30年度）】
・子育て支援センターでの講座
　開催回数：157回（ミニ講座含む）、延べ参加人数：4,690人
・すくすく離乳食教室等
　延べ参加人数：1,277名
・親支援プログラム（平成27～30年度）
　開催回数14回開催、延べ参加人数：171名
・講演会
　開催回数：１回（子どもの人権を考える講演会）
【参考指標】
「子育てに対して不安を感じている方の割合」：15.5％（そう
思うと回答した割合）
（子ども・子育て支援に関するニーズ調査（就学前））

関係機関との連携、開催の周知を図り
ながら、継続的に実施していきます。
保護者のニーズにより講座・講演会内
容を充実させるよう努めます。
【参考指標】
「子育てに対して不安を感じている方
の割合」：現状値からの減少
（子ども・子育て支援に関するニーズ
調査（就学前））

継続
34､37と統

合

34 子ども未来課
「親支援プログラ
ム」講座

子育て中の保護
者、市民

新たに「親支援プログラム」講座を企
画し、一定期間、継続的に学ぶ機会を
確保するとともに、この講座の進行役
を務めるファシリテーターの養成講座
もあわせて開催し、市民の子育て力の
向上につなげていきます。

前回策定時には新規事業であったためな
し。

・「親支援プログラム」講
座：
年間のべ参加人数100人
・ファシリテーター養成講
座：
年間のべ参加人数 10人

講座を通じて、子育てについて継続的に学ぶことで子育て力を
向上させると共に、保護者同士の仲間づくりの機会を提供しま
す。また、この講座の企画・進行において中心的な役割を務め
るファシリテーターは、市民より公募を行い養成していきま
す。
【実施状況】
市民ファシリテーター数３名
講座開催回数14回（平成27年～平成30年）、 計171名参加

33に統合 統合

35 子ども未来課
子育て応援ボラン
ティア養成講座 市民

子育て支援活動を担う人材を育成する
ために「子育て応援者養成講座」を開
催し、講座受講後には、あおぞら出前
保育、園庭開放、子育て支援センター
等での子育て支援活動への参画につな
げていきます。

子育て応援ボランティア講座開催状況（平
成25年度）
・養成講座開催：1回
・スキルアップ講座開催：2回
・のべ参加人数：451人

講座内容の充実や開催の周知
を図りながら、現状の取組を
継続的に実施し、子育て支援
を担う人材の育成に努めてい
きます。

子育て支援活動を担う人材を育成するために「子育て応援ボラ
ンティア養成講座」を開催し、講座受講後には、あおぞら出前
保育、園庭開放、子育て支援センター、子育て講座等での子育
て支援活動への参画につなげていきます。
【実施状況（平成30年度）】
年間のべ活動数401件

養成講座開催の周知を図りながら、現
状の取組を継続的に実施し、子育て支
援を担う人材の育成に努めていきま
す。

継続

36

子ども未来
課、女性活
躍・多文化共
生推進室

地域のリーダー等の
養成講座

市民

地域づくりに必要な課題解決のノウハ
ウや能力を学び、地域で活躍するリー
ダーや地域の子育て支援の鍵となる人
材を育成し、地域の子育て力の底上げ
や支援の必要な家庭を支える支援者の
養成につなげていきます。

女性の地域リーダー養成講座の開催状況
（平成２６年度）
・１回開催、参加人数６８人

現状の養成講座を継続実施す
るとともに、新たに、子育て
応援ボランティア養成講座を
修了した方等への地域リー
ダー養成講座の開催を検討し
ていきます。

地域リーダー養成講座は実施しているが、地域の子育て支援の
鍵となる人材育成は実施していない。
まだまだ自治会長などに男性がなることが多く、地域づくりに
おいて女性の意見が反映されていない状況は続いている。

今回の計画では取組事業として掲載し
ない。

削除

37 子ども未来課
子育てをテーマとし
た講演会等の開催

市民

関係機関やNPO等とも連携しながら、子
育てをテーマとした講演会の実施や親
子家族で楽しめるイベントを開催しま
す。

講演会等の開催状況（平成25年度）
・１回開催、参加人数３２５人
【参考指標】
「この地域で子育てをしたいと思う親の割
合」：92.9%（1歳6カ月児健診時アンケー
ト）、90.2%（3歳児健診時アンケート）
（平成26年度）

講演会等の内容の充実や開催
の周知を図りながら、取組を
継続し、子育てに対する肯定
的な意識の醸成等を推進して
いきます。
【参考指標】
「この地域で子育てをしたい
と思う親の割合」：現状値か
らの増加

関係機関やNPO等とも連携を図りながら、子育てをテーマとした
講演会の実施や親子、家族で楽しめるイベントを開催します。
【実施状況（平成30年度）】
　講演会１回  （子どもの人権を考える講演会）
【参考指標】（平成30年度）
「この地域で子育てをしたいと思う親の割合」：
94.0%（1歳6カ月児健診時アンケート）、91.5%（3歳児健診時ア
ンケート）

33に統合 統合

＜方向性の補足＞　継続…継続して実施するもの　拡充…拡充して実施するもの　新規…前回の計画になかったもの　統合…他の取組に統合（代替含む）して実施するもの　削除…取組事業として掲載しないもの 5 / 9 ページ
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38 子ども未来課
子育て応援企業登録
事業

市内事業所

子育て支援に積極的に取り組む企業を
「子育て応援企業」として登録し、活
動内容をホームページ等で紹介してい
きます。

子育て応援企業の登録状況（平成26年4
月）
・登録数：20社

子育て応援企業の登録数：30
社

子育て支援に積極的に取り組む企業を「子育て応援企業」とし
て登録し、活動内容をホームページ等で紹介していきます。
【実施状況（平成31年4月）】
登録数：20社

桑名市男女共同参画基本計画にて、子育てだけでなく広くワー
ク・ライフバランスの実現を目的とした「みえの働き方改革推
進企業登録制度」※を推進事業として組み込まれている。
※三重県の制度、登録すると「みえの働き方改革推進企業応援
貸付」と「働き方改革支援資金」の利用ができる。

39に統合 削除

39
商工課、女性
活躍・多文化
共生推進室

育児・介護休業制度
等の周知 事業主・雇用主

男女を問わず、育児・介護休業制度等
の利用を促進することを念頭に、就労
者が子育てをしながら働き続けやすい
職場環境の整備に向けた啓発活動を行
います。

・企業訪問時に啓発を実施。
・また、窓口等にチラシを配架し周知に努
めています。

企業訪問数を増やすだけでな
く、広報誌を使って周知する
等しながら、積極的に啓発を
行っていきます。

男女を問わず、育児・介護休業制度等の利用を促進することを
念頭に、就労者が子育てをしながら働き続けやすい職場環境の
整備に向けた啓発活動を行います。
・企業訪問時に啓発を実施。
・窓口等にチラシを配架し周知に努めている。
・みえの働き方改革推進企業登録制度の周知・推進

企業訪問数を増やすだけでなく、広報
誌を使って周知する等しながら、積極
的に啓発を行っていきます。

継続
38と統合

40 保育支援室
保育所（園）及び多
様な保育

乳幼児

保育所（園）をはじめ、一時保育、延
長保育、ファミリー・サポート・セン
ター、病児保育等の多様な保育をニー
ズに応じて確保していきます。

※各事業の利用実績は、P.23～27を参照。

保護者の希望に応じた保育所
（園）・一時保育等の利用を
担保するため、各施設・事業
の提供体制の確保に努めてい
きます。
※各年度の利用人数の見込み
や受け入れ体制等は、P.118～
119、123～125を参照。

保育所(園)、認可外保育をはじめ、預かり保育、延長保育、ファ
ミリー・サポート・センター、病児保育等の多様なニーズに応
じて確保していきます。
※無償化開始により認可外保育など支援提供の幅が増加

　保護者の希望に応じた保育所(園)・一
時保育等の利用を担保するため対象施
設の確認など事業の提供体制の確保に
努めていきます。
※各年度の利用人数の見込みや受け入
れ体制等はP〇〇（未定稿）を参照。

継続

41 子ども未来課
学童保育（放課後児
童クラブ） 小学生

主に保護者が昼間家庭にいない小学生
を対象に遊びの場・生活の場を提供し
ていきます。また、利用時間の延長、
長期休暇のみの利用等、利用者ニーズ
に柔軟に対応できる体制を検討してい
きます。

※学童保育（放課後児童クラブ）の利用状
況は、P.28を参照。

児童数に応じて、既存施設の
受入拡大や設置等を検討し提
供体制の確保を図っていきま
す。
※各年度の利用児童数の見込
みや受け入れ体制等はP.125～
128を参照

主に保護者が就労により昼間家庭にいない小学生を対象とし
て、放課後に適切な遊び・生活の場を提供し、児童の健全な育
成を図ります。
【実施状況（平成31年4月）】
学童保育所数；30ヶ所
※学童保育（放課後児童クラブ）の利用状況は、第２章を参照

児童数に応じて、既存施設の受入拡大
や小学校敷地内への移転を含む設置等
を検討します。また長期休暇のみの利
用等、状況により柔軟に利用できる体
制を検討していきます。
※各年度の利用児童数の見込みや受け
入れ体制等はＰ〇〇（未作成）を参照
。

継続

42 子ども未来課
父親向けの子育て講
座

子育て中の父親

「子育てパパサロン」をはじめ、父親
の子育てに関わる知識の習得や意識の
啓発が図れるような講座を開催しま
す。また、講座を通して父親同士の交
流を推進します。

父親向けの子育て講座の状況（平成25年
度）
・「子育てパパサロン」：概ね月4回開催
・その他父親向け講座：年2回開催
（子育て支援センターにて開催）
【参考指標】
「家族の中で子育てを主に行っている父親
の割合（父母ともに行っている場合を含
む）」：46.0%
（子ども・子育て支援に関するニーズ調査
（就学前）（平成25年度））
※子育てを主に行っているのが、「父母と
もに」または「主に父親」と回答した人の
割合。

講座内容の充実や開催の周知
を図りながら、取組を継続す
るとともに、父親のサークル
の設立に向けて支援を行う
等、家庭の中での父親の子育
てへの積極的な関わりを推進
していきます。
【参考指標】
「家族の中で子育てを主に
行っている父親の割合（父母
ともに行っている場合を含
む）」：
現状値からの増加

父親の子育てに関わる知識の習得や意識の啓発が図れるような
講座を開催します。また講座を通して父親同士の交流を推進し
ます。
【実施状況（平成30年度）】
子育てパパサロン…子育て支援センター3ヶ所で月1回実施
父親向け講座…年4回開催
【参考指標】
「家族の中で子育てを主に行っている父親の割合（父母ともに
行っている場合を含む）」：50.9%（子ども・子育て支援に関す
るニーズ調査（就学前）（平成30年度））
※子育てを主に行っているのが、「父母ともに」または「主に
父親」と回答した人の割合。

講座内容の充実や開催の周知を図りな
がら、取組を継続するとともに、父親
のサークルの設立に向けて支援を行う
等、家庭の中での父親の子育てへの積
極的な関わりを推進していきます。
【参考指標】
「家族の中で子育てを主に行っている
父親の割合（父母ともに行っている場
合を含む）」：現状値からの増加

継続

43
女性活躍・多
文化共生推進
室

男女共同参画の意識
啓発

市民

家庭における男女共同参画の考え方に
ついて、さまざまな機会を通して啓発
し、男女が協力して仕事と子育てをバ
ランスよく行うことや女性に対する職
場のハラスメントの防止等につなげて
いきます。

・映画上映会、各種講座の開催
・情報紙「花しょうぶ」の発行（年１回）
【参考指標】
「男女共同参画を知っていると答える人の
割合」：74.4%
（男女共同参画に関するアンケート（平成
25年度））
※男女共同参画の「意味も知っている」又
は「言葉は知っているが意味は知らない」
と回答した人の割合。

映画上映会や講座等を継続し
て実施し、男女共同参画の意
識啓発に努めていきます。
【参考指標】
「男女共同参画を知っている
と答える人の割合」：現状値
からの増加

家庭における男女共同参画の考え方について、さまざまな機会
を通して啓発し、男女が協力して仕事と子育てをバランスよく
行うことや女性に対する職場のハラスメントの防止等につなげ
ていきます。
・映画上映会、各種講座の開催
・情報紙「花みずき」の発行（年１回）
【指標】
男女共同参画社会が実現していると思う人の割合：49.7％
（桑名市民満足度調査（平成30年度））

映画上映会や講座等を継続して実施
し、男女共同参画の意識啓発に努めて
いきます。
【指標】
男女共同参画社会が実現していると思
う人の割合：60％
（桑名市民満足度調査）

継続

44
子ども総合相
談センター

子ども総合相談セン
ターの相談支援

子ども及びその
保護者等

子育てに関わる悩みや不安の相談、虐
待通告の相談・対応等、総合的な相談
体制を構築し、臨床心理士を配置する
ことにより、専門的な支援にも対応し
ていきます。

子ども総合相談センターの相談支援実施状
況（平成25年度）
・実相談件数：１,１５９件

子ども総合相談センターの実
相談件数：
１,５００件

子育てや子どもの発達に関わる相談から児童虐待や養育につい
ての相談まで総合的な相談体制を構築しています。また、臨床
心理士による発達検査の実施等、専門的な支援も行っていま
す。
・新規相談受付件数：523件（厚生労働省・福祉行政報告によ
る）
・総合相談（発達検査を含む相談）件数：436件

関係機関とも連携を図りながら、相談
体制の拡充に努めていきます。

継続

＜方向性の補足＞　継続…継続して実施するもの　拡充…拡充して実施するもの　新規…前回の計画になかったもの　統合…他の取組に統合（代替含む）して実施するもの　削除…取組事業として掲載しないもの 6 / 9 ページ
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45
子ども総合相
談センター、
子育て支援課

民生委員・児童委員
等による家庭支援

生後６か月から
１８か月の乳幼
児のいる家庭

生後６か月から18か月の乳幼児がいる
家庭を民生委員・児童委員、主任児童
委員が訪問し、地域の情報の提供や育
児不安の軽減に努めます。

前回策定時には新規事業であったためな
し。

市内全域での事業実施を目指
していきます。

生後６か月から18か月の乳幼児がいる家庭を民生委員・児童委
員、主任児童委員が訪問し、地域の情報の提供や育児不安の軽
減に努めていきます。
・訪問対象件数441件

引き続き,周知啓発を行いながら、保護
者の方の子育てに関する不安の軽減を
図っていきます。

継続

46 子ども未来課
子ども・子育て市民
情報部会

市民

市民や子育て支援に携わっている方が
参画し、必要としている人に確実に届
くような情報提供の在り方や子育てガ
イドブック、おでかけ情報ミニ冊子の
作成に向けた検討を行っていきます。

子ども・子育て市民情報部会の実施状況
（平成26年度）
・概ね月１回開催
・市民公募委員・子育て支援関係者等で構
成

情報部会を継続的に開催し、
利用者の視点に立った情報提
供を推進していきます。

市民公募委員・主任児童委員・子育て支援関係者等を中心に保
護者目線にたった情報の提供（お出かけ情報冊子の作成）や、
くわな子育てガイドブック作成に向けた検討をおこなっていき
ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　子ど
も・子育て市民情報部会の実施状況（平成30年度）概ね月1回開
催

情報部会を定期的に開催し、保護者の
視点にたった情報提供を推進していき
ます。

継続

47

子ども未来
課、子育て支
援課、秘書広
報課

情報提供の推進
⇒幅広く素早い情報
提供の推進

子育て中の家庭

子育ての情報や各種イベント情報等、
市のホームページの閲覧性の向上、ま
たタイムリーな情報提供の方策として
メールマガジンの活用、その他効果的
な情報提供の手法を検討し、情報提供
の推進を図ります。

原則毎月、メールマガジンの配信やすくす
くだよりを発行し、あおぞら出前保育や子
育て講座等の情報等を発信しています。

効果的な情報提供の手法を検
討しながら、子育てに役立つ
情報提供の推進に努めていき
ます。

子育ての講座・各種イベント、子育てサークルの活動、公立・
私立問わず保育所（園）・幼稚園等、子育てに関する情報を
様々な手法により周知していきます。
【情報提供の手法】
メールマガジンの配信（月２回）、すくすくだよりの発行（月
１回）、市広報誌への掲載、市ホームページへの掲載、子育て
情報提供アプリ「マチカゴ」による配信

子育てに役立つ情報を適時、わかりや
すく提供できるように努めていきま
す。
子育て世帯に広く普及しているイン
ターネットやスマートフォンを通じた
情報提供を推進していきます。

継続
58,61と統

合

48

子育て支援
課、子ども総
合相談セン
ター、子ども
未来課、障害
福祉課、学校
支援課等

支援が必要な家庭の
早期発見・支援

特定妊婦及び要
支援家庭

妊娠届出書の提出時や赤ちゃん訪問、
乳幼児健康診査の未受診者のフォ
ロー、また学校からの連絡等の様々な
機会を通して、支援が必要な家庭を早
期発見し、適切な支援につなげていき
ます。

○関係機関との連携や情報交換を図り、必
要に応じてケース会議を実施する等、状況
に応じた支援を行っています。
○支援が必要な妊婦（特定妊婦）に対する
支援状況（平成25年度）
・特定妊婦の実人数：147人
（全妊婦のうち12.2%）
・支援を行った実人数　146人
（特定妊婦実人数のうち99.3%）
・訪問・電話等、のべ支援回数　２８２回

○引き続き関係機関との連携
を図りながら、支援が必要な
家庭を早期発見し、適切な支
援につなげていきます。
○特定妊婦と認めた妊婦への
支援の実施割合：100%

妊娠届出書の提出時や赤ちゃん訪問、乳幼児健康診査の未受診
者のフォロー、また学校からの連絡等の様々な機会を通して、
支援が必要な家庭を早期発見し、適切な支援につなげていきま
す。また、関係機関との連携や情報交換を図り、必要に応じて
ケース会議を実施する等、状況に応じた支援を行っています。
・母子手帳発行1,004件のうち、桑名市要保護児童及びDV対策地
域協議会での特定妊婦として取り扱った件数16件

引き続き関係機関との連携を図りなが
ら、支援が必要な家庭を早期発見し、
適切な支援につなげていきます。

継続

49

子育て支援
課、子ども総
合相談セン
ター

養育支援訪問
⇒養育支援訪問事業

養育支援家庭

妊娠届出書の提出時や関係機関からの
連絡等により把握された養育支援が特
に必要な家庭に対して、その家庭を訪
問し、養育に関する指導・助言等を行
います。

養育支援が必要と認めた家庭（養育支援家
庭）に対する訪問実施状況（平成25年度）
・養育支援世帯数：76件
・訪問実世帯数：73件（訪問率96.5%）
・延べ訪問回数：155回

養育支援が必要と認めた家庭
（養育支援家庭）に対する訪
問実施率：100％

妊娠届出時や母子保健事業、関係機関からの連絡等により把握
された養育支援が特に必要な家庭に対して、その家庭訪問し、
養育に関する指導・助言等を行います。
【実施状況（平成30年度）】
・養育支援世帯数：66件
・延べ訪問数：104件

支援の必要な家庭に、家庭訪問を実施
し、養育に関する指導、助言等行いま
す。また、関係機関とも連携を図りま
す。

継続

50 子ども未来課
ひとり親家庭の自立
支援

ひとり親家庭の
保護者

ひとり親家庭の生活の安定を図るた
め、児童扶養手当等経済的な支援を継
続して実施するとともに、就業をより
効果的に促進するため、自立支援教育
訓練給付金等の支給による就業支援を
実施します。

ひとり親家庭の生活の安定を図るため、資
格取得者に対して助成を行っています。
・短期取得資格7件、長期取得資格10件
（平成25年度までの累計数）

ハローワークと連携した就労
支援に努めるとともに資格取
得に対する助成を継続して
行っていきます。
・短期取得資格12件、長期取
得資格15件
（平成31年度までの累計数）

ひとり親家庭の生活の安定を図るため、児童扶養手当や就業の
ための資格取得に対する助成等の経済的支援、その他就労や子
の就学等に対する相談支援を行います。
【資格取得等に対する助成件数】
・自立教育訓練給付金　６件
・高等技能訓練促進費　15件
（平成26～30年度までの累計数）

手当や資格取得に対する助成を継続し
て行うとともに、ハローワーク等の関
係機関と連携した相談支援に努めるこ
とで、ひとり親家庭の自立を促しま
す。

継続

51 学校支援課
登下校時の見守り・
あいさつ運動

公立幼稚園児・
小・中学生
及びその保護
者、地域住民

学校・PTAが主体となり、地域住民の協
力を得ながら、子どもたちの見守りや
あいさつ運動を推進していきます。

全公立小学校で子どもの見守り活動等を実
施しています。

活動の充実（回数増や連携強
化等）を図りながら、子ども
の見守り等の取組を実施して
いきます。

学校・PTAが主体となり、地域住民の協力を得ながら、子どもた
ちの見守りやあいさつ運動を推進していきます。

子どもの見守り等の取組を継続して実
施していきます。

継続

52 学校支援課
学校・家庭・地域の
連携推進

保護者及び地域
住民

保護者や地域住民が「スクールサポー
ター」として登録し、子どもたちの見
守りをはじめ、教育活動における地域
の特徴を活かした様々な支援を行いま
す。また、地域の方々が「学校評議
員」として、学校運営等について意見
をいただきます。

スクールサポーターの登録状況（平成25年
度）
・登録人数：940人

スクールサポーター登録人
数：1,000人

全ての市立小・中学校に設置されたコミュニティ・スクールに
おいて、「社会に開かれた教育課程」を体現する取組を進めま
す。

学校支援活動を体系化し、持続可能な
ものとします。

拡充

53
生涯学習・ス
ポーツ課

放課後子ども教室 小学生
学校の余裕教室等を活用し、地域住民
の参画を得て、勉強やスポーツ・文化
活動等の交流活動に取組みます。

放課後子ども教室の状況（平成26年4月）
・実施か所：７か所

放課後子ども教室の実施か
所：10か所
※学童保育（放課後児童クラ
ブ）との連携等については、
P.128を参照。

学校の余裕教室等を活用し、地域住民の参画を得て、勉強やス
ポーツ・文化活動等の交流活動に取組みます。
放課後子ども教室の実施か所：２か所

地域住民と連携しながら、継続して実
施していきます。

継続

54
地域コミュニ
ティ課

地域活動への参加促
進

市民

各自治会連合会実施のイベント等を通
じて、地域における支え合いの意識を
醸成する等、自治会への加入を促進し
ます。

２９の各地区自治会連合会が中心となって
イベント等を実施し、コミュニティの充実
を図り、併せて自治会への加入を促進して
います。
・自治会加入率：８６％（平成２６年３月
末）

各自治会連合会主体のイベン
トの継続等により、自治会へ
の加入を促進していきます。
・自治会加入率：９０％

各地区自治会連合会が中心となって実施する活動や行事を通し
て、地域における支え合い意識の醸成、地域コミュニティの充
実を目指している。

各地区自治会連合会が中心となる活動
や行事等の継続により、地域活動への
参加を促進していきます。

継続
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55

子ども未来
課、生涯学
習・スポーツ
課

子育てサークルの推
進

子育てサークル
団体

地域住民等が主体となって運営する子
育てサークルの設立を推進します。ま
た、おもちゃの貸し出しや会場提供等
の支援を行い、継続的な活動を側面的
にサポートします。

子ども・子育て応援センター「キラキ
ラ」・「ぽかぽか」、子育て憩いの広場の
3施設で部屋の貸し出しや玩具貸し出しを
実施するとともに、公民館等の生涯学習施
設の使用料を免除する等、活動をサポート
しています。

子育てサークルの活動を側面
的にサポートする取組を進
め、子育てサークルの推進に
努めていきます。

地域住民等が主体となって運営する子育てサークルの設立を推
進します。また、おもちゃの貸し出しや会場提供（使用料の免
除）等の支援を行い、継続的な活動を側面的にサポートしま
す。
【実施状況（平成30年度）】
サークル登録数：39
サークル交流会：年２回開催

子育てサークルの活動を側面的にサ
ポートする取組を進め、子育てサーク
ルの推進に努めていきます。

継続

56
生涯学習・ス
ポーツ課

地域での子どもの体
験活動の推進

小学生

子どもたち自身が興味を持ち、その
後、主体的に活動をしていくきっかけ
となるような地域での体験活動の情報
提供やその機会を提供すること等によ
り活動を推進していきます。

情報誌　年４回発行（ホームページ掲載）

より多くの人への情報提供に
努めていきながら、子どもた
ちの様々な地域での体験活動
につなげていきます。

現在は実施していない。 今回の計画では取組事業として掲載しない。削除

57 子ども未来課 子育てサロンの推進
乳幼児及びその
保護者、地域活
動団体

地域の民生委員・児童委員、主任児童
委員、健康推進員、子育て応援ボラン
ティア等と連携しながら、地域の公民
館等で遊びの紹介や情報提供等を行う
活動を推進していきます。

地域の民生委員・児童委員等の子育てサロ
ンの実施状況（平成25年度）
・70回開催、のべ参加人数：1,831人
健康推進員の子育てサロンの実施状況（平
成25年度）
・29回開催、のべ参加人数：712人

地域の子育て支援者との連携
を図りながら、事業の周知に
努め、地域の子育て支援活動
の推進に努めていきます。

地域の民生委員・児童委員、主任児童委員、健康推進員、子育
て応援ボランティア等と連携しながら、地域のまちづくり拠点
施設等で遊びの紹介や情報提供、子育て相談等を行う活動を推
進していきます。
【実施状況（平成30年度）】
まちづくり拠点施設３ヶ所におけるサロンの実施状況：49回開
催　、のべ参加人数730人
健康推進員の子育てサロンの実施状況：9回開催　参加人数216
名

60に統合 統合

58
子ども未来
課、秘書広報
課

地域の子育て支援活
動の周知

子育て支援活動
団体

地域全体で子どもの育ちや子育てを支
援する機運を醸成すること、地域の活
動を他の地域へも広げていくことを目
的として、広報や市のホームページ等
で活動の周知を図り、地域の子育て支
援活動の推進に努めます。

すくすくだよりやくわな子育てガイドブッ
クにおいて、子育てサークルや地域で活動
している団体を随時紹介しています。

活動を紹介するコーナーを設
ける等工夫し、広く市民に周
知を図りながら、地域の子育
て支援活動を推進していきま
す。

地域全体で子育てを支援する機運の醸成、また活動の拡大を図
るため、子育てサークル等の活動を周知しています。
【周知（紹介）の方法】
市ホームページへの掲載、すくすくだより・くわな子育てガイ
ドブックへ掲載

47に統合 統合

59 子ども未来課
子育て支援センター
事業

乳幼児及び保護
者

子育て親子の交流を行う常設の場を開
設し、子育て情報の提供や相談に応
じ、保護者同士の交流のきっかけづく
りや子育ての不安や悩みの軽減につな
げます。

子育て支援センターの状況（平成26年4
月）
・実施か所：７か所
※各年度の利用者数等については、P.26を
参照。

ニーズに対応した体制を確保
するとともに、一部の子育て
支援センターでは「利用者支
援事業」を実施し、センター
の機能強化を図っていきま
す。
※各年度の利用人数の見込み
や受け入れ体制等は、P.122を
参照

子育て親子の交流を行う常設の場を開設し、子育て情報の提供
や相談に応じ、保護者同士の交流のきっかけづくりや子育ての
不安や悩みの軽減につなげます。
【実施状況（平成30年度）】
実施箇所：7か所
※各年度の利用者数等については、第２章を参照。

各支援センターの特色をいかし、ニー
ズに対応した体制を確保する。、他機
関との連携を深めコンシェルジュの機
能強化をはかる。

拡充

60 子ども未来課
あおぞら出前保育
⇒地域での保育・交
流場所の推進

乳幼児及びその
保護者

子育て支援センターや保育所の職員等
が、地域の公園におもちゃ等を持って
出向き、情報提供、遊びの紹介、育児
相談等を行います。

あおぞら出前保育の実施状況（平成25年
度）
・市内10ヶ所の公園で月2回程度開催
・のべ参加人数：2,600人

あおぞら出前保育ののべ参加
人数：2,700人

子育て支援センターや保育所の職員、地域の民生委員・児童委
員、主任児童委員、健康推進員、子育て応援ボランティア等
が、地域の公園やまちづくり拠点施設に出向き、遊び場の提
供、情報提供、育児相談等を行います。

【実施状況】
あおぞら出前保育…市内８ヶ所の公園で月２回程度開催、のべ
参加人数：1,358名
子育てサロン…まちづくり拠点施設３ヶ所にて49回開催、のべ
参加人数：730名
健康推進員にて実施のサロン…９回開催、参加人数216名

地域の子育て支援者と連携を図りなが
ら、身近な場所での親子交流の場を継
続して提供していきます。また、広場
の常設がない地域等で出張あおぞら出
前保育を検討していきます。

継続
57を統合

61 保育支援室
公私立の壁をなくし
た情報提供 保護者等

保護者等が必要な情報を確実に入手で
きるよう、市のホームページ等におい
て公立・私立園に関わらず、必要な情
報提供を行っていきます。

市ホームページ、くわな子育てガイドブッ
クでは、公私立を問わず園の情報を掲載し
ています。

公私立を問わず、市民に必要
な情報の提供方法を検討して
いきます。

保護者等が必要な確実に入手できるよう、市のホームページ等
において公立・私立園に関わらず、必要な情報提供を行ってい
きます。

47に統合 統合

62 子ども未来課

地域子ども育て合い
懇話会
⇒地域子どもサポー
ト会議

子育て支援関係
者、地域活動団
体等

コーディネーターを中心に、主に就学
前の子どもを対象とした施設や民生委
員・児童委員、子育て支援活動団体等
が参画した懇話会を開催し、地域課題
の情報収集や関係者の連絡調整を行
い、地域ぐるみの子ども・子育て支援
推進の環境づくりに努めていきます。

前回策定時には新規事業であったためな
し。

一部地域でのモデル実施を経
て、市内各地域での実施を目
指していきます。

主に就学前の子どもを対象とした施設職員や主任児童委員、民
生委員・児童委員、健康推進員等が参画し、地域課題の掘り起
しや情報の共有を行うことで、地域ぐるみの子ども・子育て支
援推進の環境づくりに努めていきます。
【実施地域（モデル地域）】
修徳地区において、子ども・子育て応援センターキラキラを拠
点とし年間３～４回、会議を開催。地域の子育て支援をまとめ
たチラシを作成・回覧

各地域の実態やニーズを把握し、地域
活動団体等との連携を深め、継続して
地域ぐるみの環境づくりに努めます。

継続

新１ 学校支援課 ＩＣＴ教育の推進
公立小・中学校
児童生徒
及び教職員

－ － －
情報処理の学習と情報機器の活用が実践的に行える環境を継続
的に整備していきます。

児童生徒がＩＣＴを活用し、主体的・
対話的で深い学びにつながる授業づく
りを推進します。

新規

＜方向性の補足＞　継続…継続して実施するもの　拡充…拡充して実施するもの　新規…前回の計画になかったもの　統合…他の取組に統合（代替含む）して実施するもの　削除…取組事業として掲載しないもの 8 / 9 ページ
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新２ 学校支援課 外国語教育の推進
公立小・中学校
児童生徒

－ － －
｢桑名市英語教育プラン｣に基づき、小中一貫した英語教育を推進
していきます。

ＣＡＮ－ＤＯリストを作成・活用し、
対話的な言語活動を重視した授業づく
りを推進します。

新規

新３ 保育支援室
高校生等の保育体験
事業 高校生・中学生 － － －

高校のインターンシップ活動等を活用し、高校生等に保育体験
の機会を提供、保育士志向を高め、今後の保育士増加を目的と
する。私立保育園連盟による体験場所の提供、協力大学による
学生向け保育講話やアドバイスの提供の協力・連携のもと実施
（検討中）

令和２年度に高校を対象に事業開始
し、令和６年度までに、状況を見て対
象者の拡大を検討していきます。

新規

新４

子育て支援
課、子ども総
合相談セン
ター

子育ての包括的な支
援拠点の設置

子ども及び保護
者

－ － －

子どもとその家庭及び妊産婦等を総合的に支援する体制を整備
します。
・妊産婦等の支援に必要な実情の把握・妊娠・出産・育児に関
する相談に応じ、必要な情報提供・助言・保健指導・支援プラ
ンの策定
・子ども家庭支援全般に係る業務（実情の把握、情報の提供、
相談等への対応、総合調整）
・要支援児童及び要保護児童等への支援業務（危機判断とその
対応、調査、アセスメント、支援計画の作成等、支援及び指導
等）
・関係機関との連絡調整
・その他必要な支援

子ども総合相談センター、保健セン
ター等既存の機関の役割、機能等を整
理しながら、本市の実情に合った整備
を検討します。

新規

新５
保育支援室・
保健医療課

保育所（園）巡回相
談事業 保育所（園） － － －

保育の質を高め、保育士の専門性を維持していくために、巡回
希望のあった保育施設へ保育士や専門職（理学療法士、作業療
法士、言語聴覚士）が保育所（園）へ訪問し、保育や子どもの
発達の相談、保護者支援等の相談を行う。
年度別延べ実施回数
平成28年度：64回、平成29年度：98回、平成30年度114回

保育の質の向上を計ると共に、子ども
の発達の保障を行う。
年間延べ実施回数
120回／年

新規

新６
子ども未来
課、保育支援
室

子育て支援環境での
ＩＣＴ技術の活用

支援者・保護者 － － －

支援者の働く環境の改善や負担を軽減したり、保護者へのサー
ビス向上を図るため、ＩＣＴ技術（情報通信技術）を活用して
いきます。
・ＡＩ、ＩＣＴ技術や多言語音声翻訳アプリの導入を検討

各種手続きの簡素化や事務の効率化を
目指し、現場の状況を見ながら部分的
に導入していきます。

新規

新７ 子ども未来課
産前産後の支援の充
実

妊婦・出産後の
母親

－ － －

子育て支援センター等身近な場所で、産前産後の支援の充実を
図る。妊婦対象の講座・プログラムの拡充。産後1ヶ月から利用
できるお母さんと赤ちゃんのための広場の設置（保健師・助産
師による相談）

関係機関と連携をはかりながら、産前
産後の不安軽減・育児力の向上につと
めます。

新規

＜方向性の補足＞　継続…継続して実施するもの　拡充…拡充して実施するもの　新規…前回の計画になかったもの　統合…他の取組に統合（代替含む）して実施するもの　削除…取組事業として掲載しないもの 9 / 9 ページ


